
《 地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律より抜粋》

（国の責務）

第三条 　

３ 　国は、自らの事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の抑制等のための措置を

講ずるとともに、温室効果ガスの排出の抑制等のための地方公共団体の施策を支援

し、及び事業者、国民又はこれらの者の組織する民間の団体（以下「民間団体等」とい

う。）が温室効果ガスの排出の抑制等に関して行う活動の促進を図るため、技術的な助

言その他の措置を講ずるように努めるものとする。

（地方公共団体の責務）

第四条  　地方公共団体は、その区域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排

出の抑制等のための施策を推進するものとする。

２ 　地方公共団体は、自らの事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため

の措置を講ずるとともに、その区域の事業者又は住民が温室効果ガスの排出の抑制

等に関して行う活動の促進を図るため、前項に規定する施策に関する情報の提供その

他の措置を講ずるように努めるものとする。

（地方公共団体の施策）

第二十条  　都道府県及び市町村は、京都議定書目標達成計画を勘案し、その区域の

自然的社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出の抑制等のための総合的かつ計

画的な施策を策定し、及び実施するように努めるものとする。
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